
令和４年度 静岡県教育振興基本計画推進委員会

令和４年 11 月 21 日（月）

午後３時から５時まで

県庁別館８階第一会議室Ｃ、Ｄ

次 第

１ 開会

(1) スポーツ・文化観光部長代理挨拶

(2) 矢野委員長挨拶

２ 議事

(1) 静岡県教育振興基本計画(2022 年度～2025 年度) 2022 年度評価書（案）

(2) その他

３ 閉会



県教育振興基本計画推進委員会

（50音順、敬称略）

氏 名 役 職 専門分野等

武井 敦史 静岡大学大学院教育学研究科教授 学校教育

田中 啓 静岡文化芸術大学文化政策学部教授 行政評価

藤田 尚徳 株式会社なすび専務取締役 企業経営

松永 由弥子 静岡産業大学スポーツ科学部教授 社会教育

矢野 弘典 (一社)ふじのくにづくり支援センター理事長 企業経営

渡邉 妙子 (公財)佐野美術館理事長 芸 術



静岡県教育振興基本計画推進委員会設置要綱

（設置）

第１条 静岡県教育振興基本計画の策定及び評価に関して、教育に関し学識経験を有する

者の知見の活用を図るため、静岡県教育振興基本計画推進委員会（以下「委員会」とい

う｡)を置く。

（組織）

第２条 委員会は、６人以内の委員で組織する。

２ 委員は、学識経験者、学校教育関係者等のうちから、静岡県教育振興基本計画推進本

部長が選任する。

（任期）

第３条 委員の任期は、選任の日から選任の日の属する年度の末日までとする。ただし、

再任を妨げない。

２ 補欠の委員の任期は前任者の残任期間とし、増員した委員の任期は現任者の残任期間

とする。

（委員長）

第４条 委員会に委員長を置く。

２ 委員長は、静岡県教育振興基本計画推進本部長が指名する。

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

４ 委員長は、必要に応じ第２条に定める委員以外の者の出席を求めることができる。

（会議）

第５条 委員会の会議は、静岡県教育振興基本計画推進本部長が招集し、委員長が議長と

なる。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、スポーツ・文化観光部総合教育局総合教育課において処理する。

（委任）

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が別に定め

る。

附 則

この要綱は、平成29年８月24日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。



静岡県教育振興基本計画（2022年度～2025年度）の2022年度評価

１ 趣旨

「静岡県教育振興基本計画」（以下「基本計画」という。）について、進捗状況を確認し施策の

改善につなげるため、2022年度の評価を行い、評価書を取りまとめる。

なお、評価書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第26条第１項により義務付け

られている「教育に関する事務の管理及び執行状況の点検及び評価等」の報告書を兼ねる。

２ 基本計画の概要

(1) 計画期間 2022年度から2025年度まで

(2) 施策体系

３ 2022年度の評価方法

(1) 定性的評価の実施

・計画初年度であり、指標の多くは実績値が出ないため、定性的に評価

（2023年度以降は、成果指標の達成状況や活動指標の進捗状況に基づく評価を実施）

・2022年度の取組状況を確認するとともに、課題を把握し、2023年度以降の取組方針を明確化

・評価書では、小柱ごとの「目標」や「成果指標」に影響の強い取組を中心に抜粋し、2022年度

の取組状況及び2023年度以降の取組方針を掲載

(2) 成果指標・活動指標の最新値の確認

・成果指標及び活動指標の最新の実績値（2021年度実績値等）を一覧表で整理

・最新の実績値の判明等に伴い、必要に応じて指標の見直しを実施

４ 2022年度のスケジュール

基本方向 重点取組

「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育

の実現

○「知性」・「感性」を磨く学びの充実

○「技芸を磨く実学」の奨励

○学びを支える魅力ある学校づくりの推進

未来を切り拓く多様な人材を育む教育

の実現

○多様性を尊重する教育の実現

○グローバル・グローカル人材の育成

○高等教育の充実

○生涯を通じた学びの機会の充実

社会総がかりで取り組む教育の実現
○社会とともにある開かれた教育行政の推進

○地域ぐるみの教育の推進

時 期 内 容

９月～10月 自己評価（取組状況と課題の把握、取組方針の明確化）

11月21日 県教育振興基本計画推進委員会（自己評価の審議）

１月下旬 県教育振興基本計画推進本部（評価書の最終まとめ）

２月14日 令和５年２月県議会定例会に報告

３月24日 県総合教育会議に報告

３月下旬 県ホームページで公表

資料１


